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実証試験

①実証試験

i.将来の市場規模の推計

③主要ユースケースの分析

④技術マップ更新

ii.制度環境の整備 iii.共通基盤の構築

iv.人材育成・確保

v.データの共有・管理

viii.サービスプロバイダ

⑤社会実装に向けた調査

ユースケースの詳細
分析

技術マップの
更新

vii.要素技術の国内外での開発・利用動向

vi.準天頂衛星との連携とAI技術の活用

運用ガイドライン、輸出入の手続き、
保険制度の課題把握、解決策検討、試
験施設、試験海域の情報共有

AUVの研究開発・運用・企画に携わ
る人材の育成・確保について、課題
把握、解決策検討

AUVで取得された海洋データの共有・
管理、オープン・クローズ戦略の課題把
握、データベースの在り方検討

AUVを活用したソリューションを提供す
るサービスプロバイダについて、国内で
組織する際の要件整理

基本ソフトウェア、インタフェース、各種
部品、制御ボード、運用手法等の共通化
や標準化の課題把握、解決策検討

主要ユースケース実現のための
観測機器スペック等精緻化

国内外市場規模予測概観

実証試験ユースケース、2030年以降、市

場拡大が期待されるユースケースにおける

機数算出

実証試験の内容を踏まえた
ユースケースの詳細分析

ソフトウェア、投入・回収、水中ス
テーション等の動向調査

国内動向調査、ユースケース検討

②将来市場推計

2030年以降、市場拡大が期待さ

れるユースケースにおけるユース

ケースの詳細分析

主要ユースケースでの検討

主要ユースケースに限定しない検討

実証試験のユースケース≒2030年まで

の事業化を想定したユースケース

主要ユースケース＝

「2030年までに事業化が想定されるユースケース」＋「2030年以降市場拡大が期待されるユースケース」

※2030年までに事業化が想定されるユースケース＝実証試験ユースケース ＋ α

AUVの社会実装に向けた調査の全体像
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ＡＵＶの社会実装に向けた調査計画（全体）

広大な海洋の開発・利用における省人化や生産性向上のため、各産業分野におけるAUV導入が重要であり、期待も大きい。一方で、AUVの将来市場規模
が不透明であり、AUV利用によって想定通りのデータが得られるか、十分な費用対効果があるか等の懸念があることから、国内での技術開発、利用が広
がっていないのが現状である。また、我が国はAUVに関する高い技術を持つが、産業化は欧米が先行しており、国産化・産業化が急務である。

本調査の背景・目的・実施内容と成果物を以下に示す。

成果物

実施内容

（１）実証試験 （２）社会実装に向けた調査

目的

既存のAUV等を使用して実際にデータを取得することで、AUVの利用による効果を示し、2030年までの社会実装及びその後の利用拡大に向けたプロ
セスについて検討するとともに、実証試験を通じて利用時に生じる課題を抽出し、制度環境の整備や人材育成・確保等につなげる。また、技術マップを更
新して国としての戦略について議論しAUVの社会実装を加速する。

AUV利用の効果検証 AUV利用時の課題抽出

# 事務局業務

①実証試験の公募と審査会の開催

②実証試験の契約と経費の支出

③実証事業のサポート

④シンポジウムの開催

洋上風力発電、海洋安全保障、海洋環境保全等、新たにAUVの利用
が期待される現場における実証試験

・実証試験の現地視察
・試験関係者へのヒアリング
・シンポジウムでの成果報告

（３）官民PFの開催

調査報告書実証試験報告書

実証試験の結果を踏まえて、i～ixに示すAUVの社会実装に向けた課題を
正確に把握し、解決策を検討

・文献調査
・国内外ヒアリング調査（20
件程度）

社会実装に向けた調査に関する議論 社会実装に向けた取組紹介

# 社会実装に向けた調査

i 将来の市場規模の推計

ⅱ 制度環境の整備

ⅲ 共通基盤の構築

ⅳ 人材育成・確保

ⅴ データの共有・管理

ⅵ 準天頂衛星との連携とAI技術の活用 ※

ⅶ
要素技術の国内外での開発・利用動向（技術マップ
更新）

ⅷ サービスプロバイダ

ⅸ その他

背景

※ 「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和5年11月２日閣議決定）」において、「社会実装に向けた調査を行っている自律型無人探査機（ＡＵＶ）の開発・実証を支援する。７千メートル以上の深海の調査など海洋安全保障の現場における活用に
加え、将来的には、準天頂衛星（宇宙）とＡＵＶ（海洋）を連携させるほか、ＡＩの先端的活用を図ることで、より精度の高い海洋調査、資源開発及び海洋状況把握の実現を目指す。」と示されている。このように、 「準天頂衛星との連携とAI技術の活用」
が国内投資の更なる拡大目指すための重要な施策の一つとして取り上げられていることから、社会実装に向けた調査の一項目として取り上げ検討を実施する。
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ＡＵＶの社会実装に向けた調査とりまとめ方針
章 タイトル 内容 備考

1 調査概要 ２章～６章調査の全体像、調査の進め方等

2

浮体式洋上風力発電におけるAUVの活用に
関する検討

・浮体式洋上風力発電の開発見通し（動向調査）
・課題設定、2030年・2040年の目標
・有望なユースケースにおける利用実現に向けた技術的課題
・ビジネスモデルの検討
・浮体式洋上風力発電における市場推計
・運用ガイドラインの要件整理

作業部会の議論を踏まえとりまとめ

3
将来の市場規模の推計 ・浮体式洋上風力発電以外の分野を含む市場規模推計のとりま

とめ
算出した数字について各分野の専門
家へのヒアリング、作業部会#3での
意見聴取を経て資料化

４

利用実証試験 ・利用実証試験から得られた知見、課題等の整理（人材育成、現
地調整等を中心に）
・利用実証試験のとりまとめ（各社報告資料のとりまとめ）
・利用実証試験の事務局業務概要（公募、選定、見学、管理、報
告）

５
要素技術の国内外での開発・利用動向 ・国内外動向調査、技術マップの更新 作業部会の議論を踏まえ、技術マップ

を更新

６ 制度環境整備等調査 － －

６.1
制度環境の整備 ・運用ガイドラインの要件整理、輸出管理に関する調査、保険制

度調査、試験施設・試験海域の情報の公開
運用GL：作業部会、ヒアリング
輸出管理：基礎調査、ヒアリング
保険：基礎調査、実証試験、ヒアリング

６.2 共通基盤の構築 ・技術マップの更新と合わせて検討

６.3 人材育成・確保 ・人材育成に関する動向調査、実証試験結果のとりまとめ 動向調査、実証試験結果

６.4
データの共有・管理 ・サービスプロバイダを起点としたデータ流通例の提示

・ShipDCのデータ共有事例

６.5 準天頂衛星との連携とAI技術の活用 ・準天頂衛星、AI技術の動向調査、実証試験結果のとりまとめ 動向調査、実証試験結果

６.6
サービスプロバイダ ・サービスプロバイダを含むSVNのパターンを提示

・実現に向けた課題、方策案等をリストアップ
作業部会の議論を踏まえとりまとめ

赤字：作業部会での検討

青字：実証試験から得られる知見
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（参考）官民PF、作業部会及び市場規模推計調査等

⚫ 官民PFでは「課題❶から❸に対する検討」及び「浮体式洋上風力発電を例とした集中検討（後述）」
を行うことで、２０４０年を見据えつつ、２０３０年に向かって「何をすべきか」を明らかにする。

「検討等の全体像と関係性の整理」

※

※第１回官民PF後のアンケート（社会実

装する上での課題、ボトルネックとは何

か。）の結果を参考に、社会実装調査を

進めていく。
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（参考）官民PF等スケジュール
⚫ 官民ＰＦにおける今後の検討等のスケジュールを以下に示す。

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

官民PF

各種検討

第２回 第３回 第４回 第５回（シンポジウム）

中間報告 最終報告

浮体式洋上風力発電を例
とした集中検討

ＷＧ
とりまとめ 成果発表

「官民ＰＦにおける今後の検討等のスケジュール」

課題❶～❸に対する検討
【アウトプット】
→２０４０年を見据えた、２０３０年の具体的な目標を明示
→２０３０年までに実現を見込むユースケースを明示
→ユースケースに対応したAUVに必要な機能・性能を明示

事務局

調査結果を反映

市場規模推計調査、技術マップ更新、社会実装調査
事務局

検討・調査の具体化に寄与
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